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1.奥尻町の概要 

 

奥尻町は,北海道の南西の日本海に浮ぶ

周囲 84km,面積 143k ㎡,人口 4,300 人の島

です。水産資源と自然の美しさに富み,水産

業と観光業を基幹産業として「夢の島」「宝

の島」また「秘境の島」として知られ,特に

近年は特産のウニやアワビ等魚介類の豊富

な「グルメの島」として注目されております。 

 

 

2.北海道南西沖地震 

 

平成 5 年 7 月 12 日午後 10 時 17 分,突然

襲った「北海道南西沖地震」により,我が町

は壊滅的ともいえる甚大な被害を受けまし

た。 

平和で穏やかな生活を送っていた私たち

は,マグニチュード7.8という日本海側にお

ける観測史上最大級の地震に遭遇し,人的

被害だけでも死者,行方不明者 198 名,重軽

傷 143 名に及び,また,物的被害は道路・港

湾等土木関係(被害額 321 億円),林業(同

158 億円),さらに住宅では全壊 437 棟を含

む 1,410 棟(同 50 億円)の被災等々, 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その被害総額は約 664 億円に達しました。 

そして,人口僅か4千人余の離島で年間予

算規模が約50億円という財政基盤のひ弱な

本町は,医療救護,避難所の設置・運営,応急

仮設住宅の建設等の災害応急対策とともに,

まちをよみがえらせるための災害復旧・復

興という試練に直面したのであります。 

 

 

3.復興計画 

 

1)復興計画策定の経緯 

復興を強力に推進するため,平成 5 年 10

月 1日に「災害復興対策室」を設置し,復興

計画を策定して国や北海道の支援を受けな

がら各種の事業を進めてきました。 

特に,公共施設については,事業の種類が

多岐にわたり,それに伴う関係機関が広範

囲に及ぶことから,限られた時間の中で整

合性を保ちながら多種の事業を円滑に推進

するため,北海道開発庁や北海道などの関

係機関との間で「奥尻町災害復旧公共事業

推進連絡会議」を設置し,情報交換,意見交

換,資機材や労務者の調整等を行い大きな

効果がありました。 
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奥尻町災害復興計画の策定にあたっては,

特に防災面を重視した全島的かつ総合的な

「まちづくり」を行うこととしました。 

このためには専門的な知識が必要でした

ので,北海道に対してこの計画素案を提示

して助言,協力を求め,平成 3 年度からスタ

ートしていた「第 3 期奥尻町発展計画」を

ベースにした復興計画を策定しました。 

2)復興計画の概要 

復興計画では,町の復興後の姿を明確に

することにより,奥尻町の復旧・復興に対す

る町民並びに国や北海道などの理解と協力

を醸成すること,各種の事業の相互関連や

方向性を定めることにより,より効果的な 

 

 

事業化や復興水準の向上を図ることとして

おります。内容的には「生活再建」「防災ま

ちづくり」「地域振興」の三本柱を基本とし,

計画達成の目標年次を 5 年後の平成 9 年度

といたしております(表 1参照)。 

 

 

4.防災まちづくり 

 

復興計画を策定し,事業の実施に移りま

したが,最も被害の大きかった青苗地区の

まちづくりについては論議が分かれました。

同地区は漁業者が多く,漁船や漁具の管理

が容易な港の周辺に住みたいと望む方々が 
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多数あって,新しい住宅の建設に対し,全戸

高台,一部高台,全戸現地へと三者三様の意

見がありました。地域住民と再三にわたり

話し合いを重ね,最終的には一部高台へ移

転,一部は現地でまとまったのであります。

この決定をもとに青苗地区のまちづくりを

推進しました。 

漁港の背後に 6m の防潮堤を築き,その高

さまで盛土し一区画70坪として180区画の

住宅地を造成しました。震災前には 360 戸

程ありましたのを半分の 180 区画とした訳

です。事業実施にあたり,住宅地の全地積を

町が坪あたり2万3千円で買収し,盛土や区 

画整理後に同額で住民に売却することとい

たしました。 

防災対策として,道路は可能な限り広く

し,防災帯の機能をもつ小公園を配置しま

した。このほか盛土用の土取場を整備して

40 区画を造成,また岬地区については全域

危険地区として,全戸高台へ移転させまし

た。これら青苗地区の整備事業は水産庁の

「漁業集落環境整備事業」として,また岬地

区の住宅移転事業は国土庁の「防災集団移

転事業」で実施いたしました。このほか,稲

穂地区は漁業集落環境整備事業等の補助事

業で実施,初松前地区は「まちつくり集落整

備事業」として町の単独事業で実施し

ました。いずれの事業も防潮堤の背後

に盛土を行って一定の高さに整備し,

あわせて道道奥尻島線の改良,集落道

路,生活排水処理施設さらには避難路,

防災安全施設の整備など防災安全面

を重視したまちづくりを進めており

ます。また,各地域の河川には,海水の

逆流を防止するための水門を設置し

ました。 
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津波対策としては,総延長 84km の海岸線

のうち集落等に面した 12km の海岸に高さ

6m から 11m の防潮堤を築きました。港湾,

漁港については国や北海道のいち早い対応

により,僅か 1 年半で完全復旧されました。 

ソフト面の対策としては,各集落毎に避

難所を定め,通常備品のほか発電機や役場

と直接連絡出来る孤立防止用無線等も配備 

 

しました。特に防災無線は震災後全面改修

し,町内全戸に受信機を備え屋外拡声子局

も増設,奥尻島全域をカバーできるように

しました。また,防災無線の親局を 1局ふや

して役場と消防署の2局とし,親局に地震計

を連動させました。此の度の体験から

津波は 1 分 1 秒を争うことであり,震

度 4 以上のときには予め録音済のテー

プが自動的に立ち上がって,住民に避

難勧告等の情報が素早く伝わるような

システムとなっております。 

しかし,自治体としての努力には限

りがあります。災害発生時には自分の

命は自分で守り,家族の命は家族で守

り,自分たちの地域は地域で守らなけ

ればならないということを住民に周知

徹底し,日常から防災意識の高揚と啓発を

図っていきたいと考えています。事あると 
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きは 1 分 1 秒も早く住民に情報を周知する

ことが自治体の務めであると思っておりま

す。 

 

 

5.復興基金 

 

当町には平年度財政規模の 4 倍を超える

194 億円の義援金が寄せられました。このう

ち,当初 90 億円を原資として「災害復興基

金」を設立しました。この基金は町議会の承

認、を得て 72 項目に及ぶ被災者への支援事

業を定め,自立復興に活用いたしておりま

す。復興基金はその後追加されて,最終的に

は132億円の規模となりましたが,これがす

べて復興計画とリンクされており,計画の

早期達成の柱となっております(表2参照)。 

 

 

6.むすび 

 

震災直後から次々と救援に駆けつけてく

ださった各救助機関ならびに企業,民間団

体の皆様,我が身の労を惜しまず懸命のサ

ポートを続けてくださったボランティアの

方々,そして全国各地から寄せられた膨大

な量の救援物資と多額の義援金のおかげを

もちまして,あの悪夢のような大震災から

ようやく立ち直ることができ,奥尻町はい

ま完全復興に向かい努力を積み重ねていま

す。 

奥尻町の震災復興は類をみない早さで進

んでいると言われております。これは国や

北海道のいち早い対応と,全国津々浦々の

皆様からの貴い義援金や励ましの言葉に助

けられたことによるものであります。私達

町民はこのご恩と感謝の心を生涯忘れるこ

となく,防災まちづくりと地場産業の振興

に努めて生活の安定を図り,もとの自然豊

かな宝の島に完全復興することがご支援い

ただいた全国の皆様に対するお礼の報告と

思っております。 

どうかこれからも,私たちの「新しい奥尻

のまちづくり」にご注目ください。そして,

「新生」なりつつある奥尻に,機会がありま

したらぜひ足をお運びいただきたいと思い

ます。 


